
























































































































































































⑥ 第 5項の規定によ り資料の提出を求め
られた関係機関の長は正当な理由がない限
り、これに協力しなければならない。[本条
新設 2011.4. 4] 
(年度別施行計画の樹立・施行)





































































2010. 1. 18，2011. 4. 4， 2013. 3.23> 
④ 第 l項の規定による実態調査の対象及
び方法等に必要な事項は女性家族部令にこ













































第 8条 ①国及び地方自治体は 「家庭暴力
防止及び被害者保護などに関する法律j に
より多文化家族内家庭暴力を予防するため



























とができる 。 く新設 2011.4. 4>[題名改正


































































































































































1. r在韓外国人処遇基本法」第 2条第 3
号の規定による結婚移民者の外国人登録
情報
















































第4条第 l項 ・第 2項前段 ・第 3項、第 12






















F付則 く法律第 1675号、 2013.3.22>
この法律は公布の日の翌日から起算して 6
月が経過した日から施行する。



























2011年 9月 22日 大統領令第 23156号 (2011年 10月 5日施行)




















































































う)は法第 3条の 4第 3項第 2号により 7
人以内の委員を委嘱することができる。


































































































第 11条の 2 法第 11条の 2第 2項の規定
による「大統領令に定める機関文は、団体J
とは「家庭暴力防止及び被害者保護等に関





































































































第 13条女性家族部長官は法第 15条第 2





















































































































2008年 9月 22日 保健福祉家族部令第 62号 (2008年 9月 22日施行)






































































































































































































































































































































































































































































































































とは 行う ことができない。 [本条新設
2010.5.17] 
(報告及び検査等)
























































































10.第 10条の 2第 1項に違反し、身上情
報が虚偽であることを知りながらもこれ
を提供して仲介を行った場合
11.第 10条の 2第 1項に違反して誇大な
個人身上情報を提供したり重要事項を書
き洩らしたりした場合
12.国際結婚仲介業者が第 10条の 3第 1
項に違反して通訳 ・翻訳サービスを提供
しなかった場合



























































































対しては、第 四 条第 1項の規定により進行
中の行政処分の手続きを継続する ことがで
きる。


























































































































1.第 3条第 1項に違反 して変更事項を届
出なかった者









































附則く法律第 9765号、 2009.6.9>(児童 ・青
少年の性保護に関する法律)
。高行日)






















第 3条第 1項後段 ・第 3項、第 4条第 1項
後段 ・第 3項、第 5条前段、第 8条第 1項・
第 2項、 第 10条第 3項、 第 12条第 3項、
第 14条、第 18条第 2項、第 22条前段、
及び第 24条第 3項 ・第 4項中「保健福祉部
令」をそれぞれ 「女性家族部令jと改める。
第 11条第 23:買前段、 第 16条第 1項、第 18

































第 10条① 法律第 11283号結婚仲介業の
管理に関する法律一部改正、法律の一部を
次の通り改正する。










ただ、し、第 6条第 1号の改正規定は 2013
年 7月 1日から施行する。
(禁治産者などに関する経過措揮。




































1997年 1月 13日 法律第 5259号 (1997年 7月 11日施行)





















































































































































































































1.第 11条、第 13条、第 14条、第四条、
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 7条第 2項・第 3項、第 8条第 l項但書、



















































































































第 22条第 2項、 第 23条、第 27条第 2項 ・



















ただし、第 15条の 2，第 17条の 4，第四 条
第 1項、第 18条の 2第 20条第 2項、第 22
条の 2，第 24条の 2，第 26条の 4，第 27条第

































第 22条第 2項、第 23条、第 27条第 2項・









1997年 7月 14日 大統領令第 15436号(同日施行)













































































































































































































































第 9条第 1項第 4号の規定による在留国に
生活根拠地を有していた期間に含まない。


































































④ 第 l項から第 3項までの規定による事
項以外に定住支援施設の管理、運営に必要
な事項は統一部長官がとれを定める。






























































第 26条① 統一部長官及び国家情報院長 ② 法第 13条の規定により学歴の認定を





































































































⑦ 第 l項から第 6項までに規定した事項
のほか、保護対象者に対する社会適応教育
等の実施に必要な事ー項は統一部長官がこれ
を定める。[全部改正 2010.9. 27J 
第 31条 [従前の第 31条は第 35条の 3に
移動く2000.1. 28> J 
(職業訓練申請等)























ない。[全部改lE2010. 9. 27J 
(訓練手当の支給)





























































































































2.就業保護対象者が法第 17条の 2第 1項
第 2号に該当する場合:1年




















































第 37条 法第 18条第 2項の規定による特
別任用は 「軍人事法」第 11条、第 12条及
び同じ法施行令第 11条で定めると ころに
よる。[全部改正 2010.9. 27] 
(中央行政機関などの評価方法及び手続
き)


































3. iハj 地域: iイJ地域及び [ロJ地域
以外の地域
③ 第 1項及び第 2項で規定した事項のほ
か住居支援に必要な事項は協議会の審議を
経て統一部長官がこれを定める。
























ない。く改正 2013.3. 23> [全部改正 2010.9. 27J 
(共同生活施設の利用、支援等)





















































































































































































2013.3. 23> [全部改正 2010.9.27]
(教育支援の対象)
第 45条 法第 24条第 l項の規定による教
育支援は次の各号のいずれかに該当する保
護対象者に限定する。ただし、第 2号及び





1. r初、中等教育法J第 2条第 2号から
第 6号までの学校に満 25-t未満で入学、
文は編入学した者
2. r高等教育法」第 2条第 l号及び第 3
号の大学に満 35才未満で入学文は編入
学した者
































④ 第 l項から第 3項までに規定した事項
の他に学校等の支援に必要な事項は統一部
長官がこれを定める。[本条新設 2009.7. 31] 
(教育支援の基準)
61 
第 46条① 第 45条第 l号に該当する者に
































③教育支援の方法、手続き及びその他に 第 47条の 4①統一部長官は予備学校の教
必要な事項は統一部令で定める。[全部改正 育運営のために 「初、中等教育法」第 21条
2010.9.27] 第 2項の規定による資格を有する者を教員
(予備学校の教育期間等)











[従前の第 47条の 2は第 47条の 5に移動
<2010.9.27>] 
(予備学校の教育プログラム)















2013.3. 23> [本条新設 2010.9.27]
(生業支援)




































































設 2010.9. 27] 
(財団の指導・ 監督等)








































































































第 11条中 「亡命 した将校Jを「北朝鮮の将
校で、あった者と して国軍に編入されるこ と
を希望する北朝鮮脱出住民」 と改める。
附員IJく大統領令第 15967号 1998.12.31> 
(勤労者職業訓練促進法施行令)
(施行期日)















附則く大統領令第 16695号 2000.1.28> 
この令は公布の日から施行する。


















附員IJ<大統領令第 17620号 2002.6. 3> 
この令は公布の日から施行する。


























附員IJ<大統領令第 18911号、 2005.6. 30> 
(勤労者職業能力開発法施行令)
(施行期日)
第 1条 この令は 2005年 7月 1日から施行
する。
第 2条乃至第 4条省略 く111>乃至く241>省略
(他の法令の改正) 附員IJく大統領令第 20117号、 2007.6.28>
第 5条①乃至⑥省略 (施行期日)
⑦北朝鮮脱出住民医療保険法及び定住支援 第 1条 この令は公布の日から施行する。
に関する法律施行令の一部を次のように改
正する。















第 2条中「国軍機務司令部所属 1級乃至 2
級公務員」を「国軍機務司令部の高位公務
員団に属する一般職公務員Jと改める。
































第 27条第 3項 ・第 4項、第 44条第 2項、
第 47条第2項中「教育人的資源副長官」を
それぞれ「教育科学技術部長官jと改める。
第 35条の 3第 l項各号以外の事項・第 2項
及び第 3項中「農林部長官」をそれぞれ 「農
林水産食品副長官j と改める。
第 36条第 3項・第 4項及び第 43条中 「行
政自治部長官」をそれぞれ 「行政安全部長
官」と改める。
第 38条第 6項中 「建設交通部長官」を 「国
土海洋部長官Jと改める。
⑤及び⑥省略












ただし、第 10条は 2008年 11月 l日から施
行 し、第 24条から第 26条までは 2010年 1
月 1日から施行し、第 29条は 2009年 7月



















第 45条第 3号中 「放送大学、通信大学、放 令により中央懲戒委員会委員に任命又は、



















第 13条第 3項第 57号を削除する。
③保健福祉家族部とその所属機関職制一部
を次のように改正する。
第 14条第 3項第 37号「ホj目を削除する。
④行政安全部とその所属機関職制一部を次
のように改正する。
第 9条第 2項第 17号を削除する。
⑤行政中心複合都市建設庁とその所属機関
職制一部を次のように改正する。
第 10条第 3項第 4号を削除する。
附員IJく大統領令第 21658号、2009.7.31>
(施行期日)
第 1条 この令は公布の 日から施行する。



































附員IJ<大統領令第 21835号 2009.11. 20> 
(中小企業振興に関する法律施行令)
(施行期日)












附則く大統領令第 22075号、 2010.3.15> 
(保健福祉部とその所属機関職制)
(施行期日)























第 2条及び第 42条の 2第 2項中 「労働部」
をそれぞれ「雇用労働部j と改める。
第 32条第 2項及び第 49条第2項各号以外
の事項中「労働部長官」をそれぞれ「雇用
労働部長官Jと改める。
第 32条第 2項・第 3項、第 33条第 2項及
び第 35条第 2項中「労働部長官等」をそれ
ぞれ「雇用労働部長官等j と改める。
第 34条の 2第 3項本文中 「地方労働官署J
を「地方雇用労働官署Jと改める。






































と、 「国務総理室j を 「国務調整室Jと改
める。
第四条第 l項、同条第 2項本文及び第 42
条第 2項後段中「外交通商部長官j をそれ
ぞれ「外交部長官Jと改める。
第 27条第 3項 ・第4項、第 44条第2項及
び第 47条の 4第 2項中 「教育科学技術部長
官Jをそれぞれ 「教育部長官j と改める。











第 37条の 2第 l項及び第 43条中 「行政安
全部長官」を各々「安全行政府長官Jと改
める。
















<号電01 苦手電l~ .!主主要喝さ干ス1宅!OJl吐を唱号 λl噂守司>


















































































































































































第 2項、第6条第 l項及び第8条第 l項、
第 2項により 6月以上雇用保険に加入し
た場合、又は「雇用保険法施行令J第 2














































































































附則く統一部令 第 26号、2004.12. 18> 







ては第 5条第 l項及び第 6条の 2の改正規
定にかかわらず従前の規定によるものとす
る。
附則く統一部令 第 39号、 2006.10. 30> 
との規則は公布の 日から施行する。
附則く統一部令 第 46号、 2007.8.10>
この規則は公布の日から施行する。



















6条の 2第 l項第 l号の改正規定により奨
励金を支給することができる。
附則く統一部令 第 60号、 2010.9.27>
この規則は公布の日から施行す?る。
附則〈統一部令第68号、 2012.6.22>











第 2条第 2項中 「教育科学技術部長官1を
「教育部長官j と改める。
別紙第 l号書式、別紙第 3号の 2書式、別




























































































































































































































第 17条 第 8条の 2第 4項に違反し秘密
を漏えいし、又は盗用した者は 3年以下の
懲役に処する。[本条新設2013.5.22]















2013年 6月 17日 大統領令第 24604号(同日施行)










































































































































③ 韓国の離散家族が第 1項第 1号の規定
































































































































































































































































































































































































































































1999年 1月 27日 大統領令第 16602号 (1999年 12月 3日施行)
最終改正 2013年 3月 23日大統領令第 24415号
(同日施行)
(目的)








第 4条① 法務部長官は法第 3条の規定に
よる在外同胞在留資格を申請した外国籍の
同胞が、法第 5条第 2項各号のいずれかに



















































































































































































































































































































































































四 条第 1号、又は第 2号の規定による遺伝
情報、犯罪経歴資料に該当する情報、同令






























































第 5条 第 2項第 3号を第 4号とし、同項
第 3号を次のように新設する。




第 8条第 1項第 5号及び第 9条第 1項各号
を除く部分(家族関係登録部及び家族関係
登録部の証明書に関する部分に限定する)





















ただし、第 10条は 2008年 11月 1日から
施行し、第 24条から第 26条までは 2010
年 1月 1日から施行し、第 29条は 2009年




































第 13条第 3項第 57号を削除する。
③ 保健福祉家族部及びその所属機関職制
の一部を次のように改正する。



















第 9条 第 1項各号以外の部分後段中 rr電










































1999年 12月 2日 法務部令第 490号 (1999年 12月 3日施行)









































































































































































































第 1条 この規則は 2013年 1月 1日から
施行する。
(手数料に関する適用例)






























CERTIFICATION OF DOMESTIC 
RESIDENCE REPORT 







1999年 12月 28日 法律第 6057号 (2000年 2月 29日施行)


























































書類に替えるこ とがで きる。 [全部改正
2007.12.141 
(変更の届出)


























































































< ス:~9.l号電]号号唱 λl 噂噂>
2000年 2月 28日 大統領令第 16723号(同日施行)
最終改正 2013年 3月 23日 大統領令 24424号
(同日施行)
(目的)













































































































































第 2 条第 3 項但し書き 中 ~r電子政府法J 第









































2000年 2月 29日 外交通商部令第 21号(同日施行)
























































































































































































































































































































































































































第5条第 2項、 第 6条第 2項、第 7条第 1
項第 5号、第 8条第 3項から第 5項まで、
第 11条、第 14条、第 18条、第 四 条、第
21条前段、第 22条、第 23条第 1項から第







1997年 7月28日 大統領令第 15442号(同日施行)




















第 3条 法第 7条第 2項の規定により財団






































































知 し なければならない 。 〈改正
1998.7.21，2013.3.23> 








































































































































































































の部分、第 8条第 1項から第 3項まで、第
9条第 1項各号以外の部分、同条第 2項、
第 10条第 1項各号以外の部分、同条第 3
項、第 11条各号以外の部分、第 12条各号
以外の部分、同条第 3号、第 13条、第 14
条、第 15条第 1項、同条第 2項前段及び同



























第 2条各号以外の部分、第 5条第 1項、第






2007年 1月 3日 法律第 8164号 (2007年 7月4日施行)































































































































































































































































































































第 20条 「私立学校法j 第 15条、第 16
条第2項、第 17条から第 四 条まで、第 23































































































































































































































































































第 1条 この法律は公布の 日から施行する。










第 2条第 3号、第6条第 1項各号以外の部
分前段、第 6条第 2項、第 7条第 1項各号
以外の部分、第 7条第 2項、第 12条、第
13条、第 15条第 1項前段、第 15条第 3
項各号以外の部分前段及び後段、第 15条第
4項、第 16条第 3号但書、第 18条第 1項
後段、第四条、第 20条後段、第 21条第 1
項但書、第 25条、第 26条第 3項、第 30
条第 2項、第 32条第 1項前段、第 2項、
第 33条各号以外の部分、第 34条第 1項、
第 2項、第 35条第 1項、第 2項、第 36条
第 1項、第 2項、第 37条第 1項、第 2項、
第 38条本文、第 39条及び第 41条中「教
育人的資源部長官Jをそれぞれ「教育科学
技術部長官Jと改める。
第 5条第 1項各号以外の部分、第 2項各号




























第 2条第 3号、第 5条第 1項各号以外の部
分、第 2項各号以外の部分、同条第 3項、
同条第 4項前段、同条第 5項、第 6条第 1
項各号以外の部分前段、同条第 2項、第 7
条第 l項各号以外の部分、同条第 2項、第
8条第 1項、第 12条、第 13条、第 15条第
1項前段、同条第3項各号以外の部分前段、
後段、同条第 4項、第 四 条第 3号但書、第
四条第 1項後段、第 19条、第 20条後段、
第 21条第 1項但書、第 25条、第 26条第 3
項、第 28条第 1項、第 30条第 2項、第 32
条第 1項前段、同条第 2項、第 33条各号以
外の部分、第 34条第 1項、第 2項、第 35
条第 1項、第 2項、第 36条第 1項、第 2




第 5条第 6項、第 8条第 2項及び第 11条
第 3項中「教育科学技術部令j をそれぞれ
「教育部令」と改める。








2007年 7月 18日 大統領令第 20168号(同日施行)















































































































































































































































































































































「私立学校法施行令」第 8条、第 8条の 2，







































第 2条第 2項前段、第 3条第 2項、第 4条
第 5項後段、第 9条第 2項、第 3項、第 13




第 7条第 1項各号以外の部分、第 7号中「教
育人的資源部令」をそれぞれ「教育科学技
術部令」と改める。





































第 5項後段、第 9条第 2項、第 3項、第 13
条第 1項、第 15条第 1項、同条第 3項但
書、同条第 5項、第 15条の 2第 1項但書、





第 8条の 2第 3項、第 9項、第 15条第 4
項及び第 15条の 2第 3項中「教育科学技術
部令Jをそれぞれ「教育部令Jと改める。














第 15条の 2第 2項中「別表 33の一般契約





















































































































































































































































































































































































































































































































































































許 可 を受けなければならない。く改正 の限りではない。 < 改正
2011.11.22> 













































































































第 3条第 1項各号以外の部分及び第 2項前
段、第 7条第 2項各号以外の部分、第 14
条第 1項各号以外の部分及び第 2項各号以
外の部分、第 15条第 5項後段、第 17条第
1項各号以外の部分、第 21条第 3項、 第
23条第 1項、第 24条第 1項但書、第 25
条第 1項、第 2項、第 28条第 1項、第 2
項、第 29条、第 31条後段、第 32条第 1
項、第 4項、第 33条各号以外の部分、第

































第 37条第 4項、第 5項及び第 6項、第 38














































第 3条第 1項各号以外の部分、同じ組第 2
項前段、第 7条第 2項各号以外の部分、第
11条第 3項、第 14条第 1項各号以外の部
分、第 2:r頁各号以外の部分、第 15条第 5
項後段、 第 17条第 1項各号以外の部分、第
18条第 3項、第 5項、第 四条第 2項、第
3項、第 21条第 3項、 第 23条第 3項、第
24条第 1項但書、 同じ組第 2項、第 25条
第 1項、第 2項、第 28条第 1項、第2項、
第 29条、 第 31条後段、第 32条第 1項、
第 4項、 第 33条各号以外の部分、第 34条
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